
 

『発生件数は１３％超増加 税務訴訟の状況―国税庁』 
 

 国税庁は先般、令和３年度における訴訟の概要を公表した。納税者は、処分庁に対する再調査の請

求及び国税不服審判所長に対する審査請求という行政上の救済制度（不服申立て）を経た後、なお不

服があるときは、裁判所に対し訴訟を提起し処分の是正を求める司法上の救済制度を使うことができ

る。国税庁は法務当局とも連携し、訴訟事務の適切な遂行に努めている。 

 令和３年度の訴訟の発生件数は１８７件で、大きな減少を見せた前年度より１３．３％増加（第一審発生

件数は９４件で、同１６．０％増加）。課税関係１４９件のうち所得税は５．

４％増の５９件、法人税は８．１％増の４０件、消費税は６６．７％増の２

５件で、相続税・贈与税は２９．２％減の１７件となった。徴収関係は、４

５．８％増の３５件。 

 訴訟の終結件数を見ると、前年度比１０．６％増の１９９件であった。

（前年度１８０件）このうち国側の敗訴は１３件（一部敗訴６件、全部敗

訴７件）で、国側敗訴割合は１．３ポイント減の６．５％となった。（前年度

１４件：一部敗訴７、全部敗訴７）棄却が１５８件と全体の７９．４％を占

め、却下は１７件で８．５％、取下げ等（取下げ、差戻し、和解、移送及

び調停不調）は１１件で５．５％であった。 
 

『値上げ実施済み・予定企業７割 業界別では「卸売」「製造」』 
 

 帝国データバンクは「企業の今後１年の値上げに関する動向についてアンケート調査を行い、その結

果を発表した。それによると、自社の主な商品・サービスについて、２０２２年４月以降に「値上げ実施済

み・予定」企業は６８．５％で７割近くに達した。２２年６月以降に「値上げ実施済み・予定」の企業は３７．

０％だった。また、「２２年７～９月ごろに値上げ予定」の企業は１９．９％で、４月に実施した同様の調査（８．

６％）と比べて、１０ポイント超上昇。今回の調査は２２年６月１０日から１３日

までインターネットで実施、有効回答企業数は１７０１社だった。 

 「２２年４月以降に値上げ実施済み・予定」企業を業界別に見ると、「卸売」

が８７．６％で最も多かった。これに次いで多いのは「製造」で７９．９％だっ

た。いずれも全体平均（６８．５％）を１０ポイント超上回った。 

 さらに業種別では、「飲食料品・飼料製造」が９１．３％、「建材・家具、窯業・

土石製品卸売」が８９．１％、「飲食料品卸売」が８８．５％で、これらの業種で

値上げが目立つ。一方、「情報サービス」（１２．０％）「不動産」（２９．６％）、

「運輸・倉庫」（５１．２％）の業種では、値上げを実施している企業の割合が

低かった。 

 
                           出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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